岩手県地域優良賃貸住宅供給促進事業制度要綱
　（通則）

第１条　岩手県における地域優良賃貸住宅の建設及び管理に関しては、地域優良賃貸住宅制度要綱（平成19年３月28日付け国住備第160号国土交通省住宅局長通達。以下「国制度要綱」という。）、地域優良賃貸住宅整備事業対象要綱（平成19年３月28日付け国住備第161号国土交通省住宅局長通達。以下「国対象要綱」という。）、地域優良賃貸住宅整備事業等補助要領（平成19年３月28日付け国住備第162号国土交通省住宅局長通達。以下「国補助要領」という。）、地域優良賃貸住宅整備基準（平成19年３月28日付け国住備第164号国土交通省住宅局長通達。以下「国整備基準」という。）（国制度要綱から国整備基準までを以下「国制度要綱等」という。）及びその他関係通達の定めによるほか、この要綱の定めるところによる。
　（定義）
第２条　この要綱において、次に掲げる用語の定義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。

　一　地域優良賃貸住宅　第２号及び第３号に掲げる賃貸住宅（以下「地優賃」という。）をいう。

　二　通常型地域優良賃貸住宅　地優賃のうち、国制度要綱第２条第１項第７号に規定する賃貸住宅であって、第３条の規定による認定を受けた計画に基づき供給及び管理されるもの（以下「通常地優賃」という。）をいう。

　三　災害復興型地域優良賃貸住宅　地優賃のうち、国制度要綱附則第２条第１項第２号に規定する賃貸住宅であって、第３条の規定による認定を受けた計画に基づき、東日本大震災により滅失した住宅に居住していた者の居住の用に供するために供給及び管理されるもの（以下「災害地優賃」という。）をいう。

　四　認定事業者　第３条の規定による計画の認定を受けた者をいう。

　五　管理事業者　第３条の規定による認定を受けた計画に基づき、地優賃の管理を受託した者若しくは当該地優賃の管理を自ら行う者をいう。
　六　建設等　地優賃の建設、改良又は買取後改良をいう。

　七　高齢者世帯　次に掲げるすべてに該当する者又は当該者と同居するその配偶者（婚姻の届出をしていないが事実上夫婦と同様の関係にあるものを含む。）をいう。

　　イ　60歳以上の者

　　ロ　同居する者がない者あるいは同居する者が配偶者、60歳以上の親族又は入居者が病気にかかっていることその他特別の事情により当該入居者と同居させることが必要であると認められる者

　八　障がい者等世帯　次に掲げるいずれかに該当する者をいう。

　　イ　障害者基本法（昭和45年法律第84号）第２条第１号に規定する障がい者でその障がいが、次に掲げる障がいの種類に応じ、各々定める程度の者

　　　(1)　身体障がい　身体障害者福祉法施行規則（昭和25年厚生省令第15号）別表第５号の一級から四級までのいずれかに該当する程度

　　　(2)　精神障がい　精神保健及び精神障害者福祉に関する法律施行令（昭和25年政令第155号）第６条第３項に規定する一級又は二級に該当する程度

　　　(3)　知的障がい　前号に規定する精神障がいに相当する程度

　　ロ　戦傷病者特別援護法（昭和38年法律第168号）第２条第１項に規定する戦傷病者でその障がいの程度が、恩給法（大正12年法律第48号）別表第１号表ノ二の特別項症から第六項症まで又は同法別表第１号表ノ三の第一款症に該当する程度

　　ハ　原子爆弾被爆者に対する援護に関する法律（平成６年法律第117号）第11条第１項の規定による厚生労働大臣の認定を受けている者

　　ニ　海外からの引揚者で本邦に引き揚げた日から起算して５年を経過していない者

　　ホ　ハンセン病療養所入所者等に対する補償金の支給等に関する法律（平成13年法律第63号）第２条に規定するハンセン病療養所入所者等

　九　子育て世帯　同居者に18歳未満の者がいる者をいう。

十　局長等　第３条第１項の規定による計画の認定を受けようとする賃貸住宅又は認定を受けた賃貸住宅が存する区域が、市にあっては市の長（以下「市長」という。）、町村にあっては広域振興局長（以下「局長」という。）をいい、その事務は、市にあってはこの要綱並びに当該市の定める要綱等に基づいて市において処理し、町村にあっては岩手県事務委任及び代決専決規則（平成18年岩手県規則第64号）の規定に基づき各広域振興局土木部又は土木部土木センター（岩手土木センター及び千厩土木センターを除く。）において処理する。
（供給計画の認定申請）
第３条　地優賃の建設等を行おうとする者は、国制度要綱第３条第１項の規定に基づき当該地優賃の供給に関する計画（以下「供給計画」という。）を作成し、局長等に認定を申請することができる。
　（意見の聴取）

第４条　局長は、供給計画認定申請書の提出があったときは、認定を受けようとする地優賃の所在地の町村長（以下「町村長」という。）の意見を聞くものとする。
２　この要綱に定める局長等に対する申請又は届出等は当該地優賃の所在地の市町村長を経由するものとし、前項に定める町村長の意見は当該経由時に添付するものとする。
　（供給計画の認定の申請に係る添付図書）

第５条　供給計画の認定申請にあたっては、国制度要綱第３条第１項及び第７項に掲げる図書（国制度要綱別記様式１又は別記様式２に記載する添付資料を含む。）のほか、次の各号に掲げる書類を添付しなければならない。
一　地優賃の断面図及び立面図

二　次条第１項第４号に定める者に地優賃の管理を委託又は当該地優賃を賃貸する場合における、管理を受託し又は賃借する者の同意を証する書類（認定様式第１号）
　三　基本設計に係る計画概要表（認定様式第２号）
　四　近隣の賃貸住宅の市場家賃調書（認定様式第３号）

　五　概算工事費計算書（補助対象工事費を明示したもの）

六　その他局長等が定める書類
２　申請に添付する図面は、国整備基準等の基準への適合状況が確認できるものとし、縮尺が500分の１程度以上のものとする。
（供給計画の認定）
第６条　局長等は、供給計画を認定しようとするときは、国制度要綱等の基準のほか、次の各号に掲げる基準に適合していることを確認しなければならない。
　一　別に定める岩手県地域優良賃貸住宅供給計画認定整備基準に適合していること。
　二　地優賃の建設等のための資金計画の内容について、当該地優賃の建設費の算定が通常供給される賃貸住宅の建設費の算定と同等で、当該地優賃の建設等に要する資金が確実に調達できる見込みがあると認められるものであること。
　三　当該地優賃の管理期間が10年以上であること。
　四　次に掲げるいずれかの者に地優賃の管理を委託し、又は当該賃貸住宅を賃貸することとしていること。

　　イ　地方公共団体

　　ロ　公営住宅の指定管理業務実績を有する法人
　　ハ　農業協同組合法（昭和22年法律第132号）に基づき設立された農業協同組合又は農業協同組合連合会のうち、同法第10条第５項に規定する事業を行うもの

　　ニ　前各号に掲げる者のほか、賃貸住宅の管理を業務として行う民間法人で、原則として宅地建物取引業法（昭和27年法律第176号）第３条第１項に規定する宅地建物取引業者の免許を有し、かつ、賃貸住宅の管理経験、経営の内容、賃貸住宅の管理業務に関する体制等について知事が定める基準に該当するもの

２　局長等は、供給計画の認定をした場合は、申請者に対し供給計画認定書（認定様式第４号）を交付するものとする。

３　市長は、供給計画を認定した場合は、前項の規定により交付した供給計画認定書の写しを当該市を所管する局長に送付するものとし、広域振興局土木部長又は土木部土木センター所長は、市長から送付された供給計画認定書の写し並びに局長が前項の規定により交付した供給計画認定書の写しを建築住宅課総括課長に送付するものとする。
４　局長は、供給計画を認定した場合は、町村長に通知するものとする。

５　局長等は、供給計画の認定の申請戸数が募集予定戸数を超える場合においては、市長又は町村長の優先順位又は意見並びに住宅政策上の重要性等を考慮して認定をするものとする。

（審査委員会の設置）

第７条　局長等は、前条の規定による供給計画の認定を行うにあたり、審査委員会を設置することができる。

２　審査委員会の設置に関して必要なことは、別に定める。

（国補助要領第３条第５項第５号に基づき知事が定める基準）
第８条　第６条第１項第４号ニに規定する、地優賃の管理を行うために必要な資力及び信用等について知事が定める基準は、次のとおりとする。
　一　３年間以上賃貸住宅の管理を行っていること。
　二　国制度要綱第４条第１項第２号ロに規定する耐火構造又は準耐火構造の住宅管理を100戸程度以上行っていること。
　三　最近５年間、国土利用計画法（昭和49年法律第92号）、宅地建物取引業法（昭和27年法律第176号）等の法令に違反していないこと。
　四　自己資本金の額が300万円程度以上であること。
　五　賃貸住宅の管理業務に関する体制について、原則として次に掲げる事項に該当するものであること。

　　イ　賃貸住宅の管理業務に関する専門の体制を有すること。

　　ロ　賃貸住宅の管理戸数に対応した相当数の人員を有すること。

　　ハ　次の賃貸住宅に係る管理業務を自社、管理業務の再委託を受ける自社の関連会社等で全て行っていること。

　　　(1)　入居者の募集に関する業務

　　　(2)　賃借契約の締結及び更新に関する業務

　　　(3)　賃料、共益費等の改定に関する業務

　　　(4)　賃料、共益費等の収納に関する業務

　　　(5)　入居者の未納金の催告及び徴収に関する業務

　　　(6)　賃貸住宅の維持管理に関する業務

　六　事務所又は事業所の所在地が岩手県内にあり、迅速な管理上の処理を行うことができること。

（供給計画の変更）

第９条　認定事業者は、供給計画について国制度要綱第３条第８項に規定する変更（同項に規定する軽微な変更を除く。）を行う場合は、地域優良賃貸住宅供給計画変更認定申請書（認定様式第５号）により局長等に申請しなければならない。
２　認定事業者は、供給計画について国制度要綱第３条第８項に規定する軽微な変更を行う場合は、地域優良賃貸住宅供給計画の軽微な変更に係る届出書（認定様式第６号）により局長等に届出なければならない。
　（建設等完了の報告）

第10条　認定事業者は、地優賃の建設等を完了したときは、速やかに地域優良賃貸住宅建設等完了報告書（認定様式第７号）により局長等に報告しなければならない。
（入居者公募の届出等）

第11条　一般賃貸人が地優賃の入居者を公募しようとするときは、管理開始の場合にあっては公募開始の１ヶ月前までに、退去により空き家となった場合にあっては事前に、地域優良賃貸住宅入居者公募届出書（認定様式第８号）により局長等に届出なければならない。
２　管理開始の場合における前項の規定に基づく届出にあたっては、近傍で供給されている同種の賃貸住宅の家賃の額と均衡を逸しない範囲で家賃が定められていることを証する書類として、第５条第１項第４号に定める書類を添付しなければならない。
（入居者の公募の方法）
第12条　国制度要綱第６条第３項で規定する公募の方法は、次の各号に掲げる方法のうち２つ以上の方法によって行うものとする。
　一　新聞

　二　テレビジョン

　三　インターネット

　四　ラジオ

　五　掲示

　六　市町村の広報紙

　（入居者資格）

第13条　通常地優賃の入居者の資格は、次の各号のいずれかに該当する者であって、その所得が１月あたり48万７千円以下でなければならない。ただし、サービス付き高齢者向け住宅にあっては第２号に該当する者に限る。

　一　子育て世帯

　二　高齢者世帯

　三　障がい者等世帯

　四　入居が適当と認められるとして地域住宅計画等に定める世帯

２　災害地優賃の入居者の資格は、東日本大震災の発生した日から起算して３年を経過するまでの間に限り、前項の規定にかかわらず、東日本大震災により滅失した住宅に居住していた者とする。ただし、東日本大震災の発生した日から起算して３年を経過した日以後にあっては、前項に規定する者とする。
３　管理事業者は、入居者の資格並びに入居者（同居人を含む。）の異動について管理するよう努めなければならない。
　（家賃等の変更の届出）

第14条　認定事業者は、家賃又は敷金を変更しようとする場合は、変更の予定日の10日前までに、地域優良賃貸住宅家賃等変更届出書（認定様式第９号）により局長等に届出なければならない。
２　第11条第２項の規定は、本条においても準用する。
　（入居者選定の報告）

第15条　認定事業者は、地優賃の入居者を選定した場合は、速やかに入居者の氏名等について地域優良賃貸住宅入居者選定結果報告書（認定様式第10号）により局長等に報告しなければならない。
　（賃貸借契約書の作成等）
第16条　一般賃貸人と入居者が締結する賃貸借契約は、地域優良賃貸住宅賃貸借契約書（認定様式第11号）を標準としなければならない。
２　認定事業者が第６条第１項第４号イの者に地優賃を賃貸する場合の契約は、地域優良賃貸住宅一括借上契約書（認定様式第12号）を標準としなければならない。
３　認定事業者が第６条第１項第４号ロからニのいずれかの者に管理を委託する場合の契約は、地域優良賃貸住宅管理委託契約書（認定様式第13号）を標準としなければならない。
　（関係書類の整備・保管）
第17条　認定事業者は、次に掲げる書類を整備し、管理期間中保管しなければならない。

　一　地優賃の建設等に係る図書一式

　二　賃貸借契約書

　三　借上契約書又は管理委託契約書（認定事業者が地優賃を自ら管理する場合を除く。）

　四　入居者の入退去の状況を明らかにする書類

　五　家賃及び敷金の収納状況を明らかにする書類

　六　毎年度の収支決算書

　七　地優賃の点検及び修繕の状況を明らかにする書類

　八　その他知事が必要と認める書類

２　認定事業者又は管理事業者（以下「認定事業者等」という。）は、地優賃の整備及び管理により得た個人情報について、その漏えい、滅失及びき損の防止その他の個人情報の適切な管理のために必要な措置を講じなければならない。

　（認定事業者の管理義務等）

第18条　認定事業者等は、国制度要綱等及びこの要綱に従い適切かつ合理的な地優賃の管理を行わなければならない。

２　認定事業者等は、局長又は市町村長の求めに応じて地優賃の建設等又は管理の状況について定期に地域優良賃貸住宅定期報告書（認定様式第14号）により報告しなければならない。

３　認定事業者等は、局長又は市町村長の指導又は助言があったときは、その指導又は助言に基づいて地優賃の管理を行わなければならない。

４　認定事業者は国制度要綱第15条第１項の規定により改善命令等を受けたときは、必要な措置を講じなければならない。
５　局長等は、次の各号のいずれかに該当するときは、計画の認定を取り消すことができる。

一　認定事業者等が前２項の指導又は助言並びに命令等に従わないとき。
二　不正な手段による計画と判明したとき。
　（地位の承継）

第19条　認定事業者の一般承継人又は認定事業者から地優賃の敷地の所有権その他当該地優賃の建設等及び管理に必要な権原を取得する者は、地域優良賃貸住宅地位承継承認申請書（認定様式第15号）により局長等の承認を受けなければならない。
２　前項の承認は次の各号のいずれかに該当する場合に行うことができる。
　一　認定事業者が死亡した場合に、認定事業者の承継者が地優賃を供給計画に従って供給する意思を有し、かつ、供給を行うことができる者であること。

　二　認定事業者が、破産等のやむをえない事情により第三者に地位を承継する場合に、承継人が地優賃を供給計画に従って供給する意思を有し、かつ、供給を行うことができる者であること。
３　局長等は、第１項の承認をしたときは、地域優良賃貸住宅承認通知書（認定様式第19号）により通知するものとする。
　（地優賃の滅失等）
第20条　認定事業者は、地優賃が災害により滅失などの損害を受けたときは、速やかに地域優良賃貸住宅滅失等報告書（認定様式第16号）により局長等に報告しなければならない。
　（用途の廃止等）

第21条　通常地優賃の全部又は一部について、３月以上の間第13条第１項に規定する入居者が確保できないときは、当該地優賃の供給計画の変更に係る局長等の承認を受け、かつ、国土交通大臣又は地方整備局長等の承認を受けた場合は、同項に掲げる者以外で地域住宅計画に記載した配慮入居者に賃貸することができる。

２　前項にかかわらず、災害地優賃の全部又は一部について、３月以上の間第13条第２項に規定する入居者が確保できないときは、当該地優賃を同条第１項に規定する者に賃貸することができる。

３　地優賃の供給計画に定める管理期間を経過していない場合で、かつ、次の各号のいずれかに掲げる場合にあっては、当該地優賃の供給計画の廃止に係る局長等の承認を受け、かつ、国土交通大臣又は地方整備局長等の承認を受けた場合は、当該地優賃の用途を廃止することができる。

　一　管理期間が10年を経過していて、入居者募集の処置を講じたにもかかわらず空家となっており、当該地優賃の適正かつ合理的な管理に支障を及ぼさない場合

　二　老朽化等により地優賃として管理することが不適当な場合
　三　その他やむを得ない事情がある場合
４　第１項又は第３項の局長等の承認を受けようとする場合は、地域優良賃貸住宅用途廃止等承認申請書（認定様式第17号）により申請しなければならない。
５　局長等は、前項の承認をしたときは、地域優良賃貸住宅承認通知書（認定様式第19号）により通知するものとする。
　（管理期間の終了）

第22条　認定事業者は、その管理する地優賃について、供給計画に定められた管理の期間を経過した場合においては、その用途を終了することができる。

２　前項の終了時には、遅滞なく地域優良賃貸住宅管理終了報告書（認定様式第18号）により局長等に報告しなければならない。
第23条　この要綱に定めるもののほか、地域優良賃貸住宅制度に関し必要な事項は別に定める。

　　　附　則
この要綱は、平成24年６月20日から施行する。
－８－

